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1.はじめに 

 

長野県北部地震は、平成 23 年(2011 年)東北地

方太平洋沖地震が発生したわずか 13 時間後の、

日付が変わった 12 日(土)の早朝 3 時 59 分頃に発

生した。本地震において、長野県栄村では、唯一

の最大震度 6 強を観測するとともに、村内の至る

所で甚大な被害を受けることとなった。しかしな

がら、前日に発生した東北地方太平洋沖地震によ

り、未曾有の大災害となった東日本大震災に隠れ

て、長野県北部地震は、忘れ去られがちな典型的

な災害となってしまった。 

本稿は、長野県北部地震が甚大な被害をもたら

し、忘れてはならない災害であるとの認識のもと、

震度 6 強を観測した長野県栄村の災害対応につい

て、ヒアリング調査を行った(平成 23 年 8 月 16

日(火)午後)結果を取りまとめ、報告するものであ

る。 

なお、長野県北部地震の呼び名であるが、気象

庁により正式に命名されたものではなくあくまで

呼称である。地元では、長野県北部地震の他に、

栄村大震災とも呼ばれているが、本稿においては、

長野県北部地震の表記で統一して取り扱うことと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.長野県北部地震の概要 

・発生日時:平成 23 年 3 月 12 日(土) 

3 時 59 分頃 

・震央地名:長野県北部(北緯 36.59 度、東経

138.36 度) 

・震源の深さ:8km 

・規模:マグニチュード 6.7 

・最大震度 6 強:長野県栄村 

(出典)平成 23 年(2011 年)東北地方太平洋沖地

震(東日本大震災)について(第 145 報)平

成 24 年 3 月 13 日(火)12 時 00 分、消防

庁災害対策本部 

 

 

3.栄村の概要 

 

栄村は、長野県の最北端に位置し、東西 19.1km、

南北 33.71cm、周囲 106.Okm におよび、271.5k

㎡の広大な面積を有しており、その 92.8%を山林

原野が占めている山間地域の村落である。また、

山間地域の村落であるため、日本有数の豪雪地で

もあり、日本最高雪積高を記録(1945 年 2 月 12

日・7m85cm)をしたこともある。 

栄村の位置は図 1、人口及び世帯数(平成 23 年

10 月 1 日現在)は、以下のとおりである。 

・人口:2,279 人(男:1,073 人、女:1,206 人) 

・世帯数:915 世帯 

・高齢化率:45.1％ 
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4.長野県北部地震における栄村の被害状況 

 

長野県北部地震における栄村の人的及び住家の

被害状況は、表 1 のとおりである。 

なお栄村では、震災から約 5 カ月たった 8 月 11

日に、避難生活で生じたストレスや過労が原因で

亡くなったと判断された 3 名の村民(男性 1 名、

女性 2 名)を、同地震による「災害関連死」と認定

した。これにより、同地震における直接の死者で

はないものの、関連死として初めての死者が認 

定された。 

 

 

 

5.長野県北部地震における栄村の災害対応 

 

地震発生後、栄村では 12 日の 6 時に災害対策

本部を立ち上げ、同日 11 時には、秋山地区を除

く、村内全域の 804 世帯 2,042 人に避難指示を出

した。その後、3 月 21 日に避難指示が解除(中条

地区及び青倉地区は避難勧告にランク下げ)され

るまで、さまざまな災害応急対応を行った。 

今回のヒアリング調査において、栄村で行った

災害対応のうち、「迅速な安否確認」と「避難住民

への広報」の 2 つについては、評価すべき、特徴

的な対応事例であった。 
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(1)迅速な安否確認 

栄村では、平成 16 年 10 月 23 日に発生した新

潟県中越地震において、震度 5 弱の揺れを観測し

た。この際、地震による大きな被害は発生しなか

ったものの、管内の全ての地域が停電となり、翌

朝まで管内の状況把握に手間取った。さらに、新

潟県中越地震の際には、度重なる大きな余震が発

生し、状況がつかめない真っ暗闇の中、住民は不

安な思いで一夜を過ごした。 

この時の経験を教訓として、村では、集落単位

で安否確認を行うこととし、集落内の役割分担を

明確にした。また、翌年の 10 月には、安否確認の

方法を具体的にマニュアル化し、村内の全集落に

配布するとともに、年に 1 回は避難訓練を実施す

ることとした。 

今回の震災においては、このような取り組みが

実を結び、早朝の暗い中での地震発生にも係わら

ず、地震発生から約 6 時間後の午前 10 時には、

村内全 32 集落の安否を確認することができた。 

具体的な応急対策一覧は、図 2 の通りである。

災害発生から避難、状況確認・救助活動に至るま

での家庭、集落(特に区長)、消防団、行政それぞれ

の役割が明記してある。これによると、集落の区

長が安否確認の責任者となり、集落全員の安否確

認を消防団と連携して実施する。確認された安否

については、区長が直接または消防団の無線を通

じて、村役場に連絡する、といった仕組みである。 
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速やかにかつ正確な情報として、適切に避難住民 

に届ける必要がある。 

栄村では、震災翌日の 13 日から壁新聞のよう

な広報紙の発行を行い、各避難所に貼り出す取り

組みを行った。広報紙の作成にあたっては、活字

だけだと心が伝わりにくいとのことから、すべて

手書きで行った。また、作成の頻度としては、最

低でも 1 日に 1 回としていたが、多い日(3 月 13

日)には、1 日に 3 回広報紙を発行した。 

広報紙の情報は、避難住民から大変に重宝がら

れたため、当初は避難所の 1、2 箇所程度の掲示

しか考えていなかったが、最終的には避難所の各 

フロアーに掲示するようにした。 

広報紙で発信される情報については、時間が経

過するにつれ、避難住民にとってより具体的な内

容になるとともに、広報紙の体裁についても、住

民が見やすいように、工夫された構成(デザイン)

となっていった(図 3→図 4)。 

 

 

6.おわりに 

 

本報告は、栄村における災害対応のうち、安否

確認と住民への広報について着目したものである。

今回、栄村において災害対応がスムーズに行えた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のは、比較的人口規模も少なく、小規模な集落で

構成された村であった、という要因が大きいと考

えられる。近年では、市町村合併等で、人口規模

が大きく、管轄面積が広くなった自治体が増えて

おり、大規模な自治体にとっては、今回の事例を

参考として、そのまま適用することは難しい部分

があると考えられる。しかしながら、今回の栄村

の災害対応事例は、全国の他の自治体にとって、

大変に参考となる取り組みではないかと考える。 

災害が頻発する近年においては、毎年どこかの

市町村で災害対応が行われている。今後も、他の

自治体にとって有用と思われる災害対応の事例を

調査・研究していくとともに、全国の自治体の参

考となるように、広く伝えて行きたいと考える。 

最後に、今回のヒアリング調査、原稿のとりま

とめにご協力及び関連資料のご提供を頂いた栄村

役場総務課の皆さまに深く感謝の意を表する次第

である。 

 

【参考】 

平成 23 年(2011 年)東北地方太平洋沖地震(東日本大震

災)について(第 145 報)平成 24 年 3 月 13 日(火)12 時 00

分、消防庁災害対策本部 

 

 

 

 


